














V お わ り に
I は じ め に
前 田 修 也
こ ん に ち一国の負:困度測定に伴う経済統計学上の間題は次の三点に要約
されると思われる。すなわち,,
1 )  明確な貧困理念とそれを客観的論理的に表現すべき貧困尺度の存在の
間題
2 )  科学的で一貫した貧困線の設定にかかわる問題
3 )  低所得層に精密性が認められ, かつ各種世帯類型別に再分配効果の測
定が可能であるような分布統計の所在に関する問題
の三点である。
第一点に関しては, 近年提案されっつある相対的貧困尺度 (Sen 〔15〕,
Takayama〔17〕,Kakwani〔6〕, e t c., ) を 用 い る こ と に す る。 これらの
諸尺度は, 従来の記述的尺度が抱えていた, 貧困尺度としての致命的欠陥




































なくてはならない。 しかしながら現在, 戦後を一貫してカバーし得る, こ
の種の貧困線に相当する統計数値は存在していないといってよい。 そ こ で,
多少その理想とかけ離れているものではあるが, 昭和21年以来現在まで,
年々の数値が入手できる厚生省社会局調の生活扶助基準額でこれを代用す










するということから出発したものではなく,  むしろ 「国内にあふれた難民
に対する緊急援護に他ならなかった」')。
(昭和23年̃昭和35年)
昭和29年の第8次改訂で初めて科学的基準といわれるマーケッ ト ・ バス
ケット方式が登場した。その後, 第9・l0次と最低生活保障が生活保護基
準の中にしっかりと足場を築き, 25年4月の生活保護法全面改訂に達し
た。 マ ー ケ ッ ト ・ パ ス ケ ッ ト 方 式 は, その名のとぉり最低生活を営むため
l )  電 山 〔 7 〕 p.7.
- l 4 l-
3
相対的貧困尺度によ る所得再分配効果測定の試み






















































































































































































































































































まず, 家族構成に関しては, マ ー ケ ッ ト ・ バ ス ケ ッ ト 方式は本来, 性
別・年齢別構成を標準世帯として設定しなければならないが, 第8次改訂
においては当時の『全国消費実態調査』に現われた5人世帯(64歳男,35











考えあゎせ る と , こ の マ ー ケ ッ ト ・ バスケット方式を,絶対的基準と信じ,




つ こ と に な る。
(昭和36年̃昭和39年)




係数で逆算して総生活費を計算する方式である。 この方式には, マ ー ケ ッ





値を示しているかどうかが疑わしい。 また, 住居費 ・ 教育費等のために,
食料費が不当に圧迫され, その結呆エンゲル係数が不当に縮少している場
合, これを用いて生活費総額を求めると, 総額そのものを過大評価するこ
とがある。 エ ン ゲ ル方式が採用されていた当時は, 国民所得倍增計画が進
め ら れ た こ と に よ り ,  一般国民の生活水準は著しく向上し, 所得階層間の
格差も縮小の傾向が出てきた。 一方エンゲル方式による最低生活費の算定











政府経済見通しは, 毎年三種類の計数が発表されている。 すなわち, 前
年度の実績, 本年度の実績見込み,それに来年度の見通しである。 これら
の計数をもとに経済見通しによった生活扶助基準がいか程のプラスaであ
ったかを知るためになされた試算がある 3 )。 表 II に よ る と ,  見通しの精度
は100 %前後に分布してはいるものの, 格差の絶対値は意外に大きい。 そ
の結果, 扶助基準のプラスa分は実績値でマイナスを示した年が三カ年も
現われている。










と こ ろ で, 以上のような手続きをもって相対的貧困線とすることは, 次
のような意味において大変ラフな試みであるといわなければならない。す
なわち i ) 対一世帯当り年平均消費支出割合の60%と い う 値 に, 貧困線と
してどれほどの根拠があるかが鮮明ではない。 i i ) l「家計調査』は, 全国
世帯とはいえども, 農林漁家, 単身者世帯, 料理飲食店, 旅館または下宿
屋を営む併用住宅の世帯, 賄い付きの同居人のいる世帯, 世帯主が長期間
不在の世帯等をその調査対象から除いている。 i i i ) 表 I での『家計調査ll
は全国 ・ 対象世帯の平均値であるのに対して, 保護基準が対象としている
世帯は一級地4 ) である。 iv)両統計資料の世帯人員の分布型が異なり標準
化が必要とされる, 等である。以上のように様々な間題はあるものの筆者
があえて, 対一世帯当り年平均消費支出60 %を一つの相対的貧困線として








4)  生活扶助基準には1類と2類がある。 1類は性, 年齢階級別に基準が定めら
れている。 2類は世帯人員別に基準が定められている。 また, 生活扶助基準の








なわち表 lI が対一世帯当り平均消費支出比33%, (以下貧困線?と呼ぶ),








表n« 4)x -j一の費困線に基づいた費困ll国 (%)
民 昭和317年 42年 47年 50年 53年 56年
99 11.5 9.7 7.3 10.9 7.7 8.9
用A 10.7 7.6 5.6 9.7 5.4 4.9
表m«4)x一号一の費因線に基づいた費困a国 (%)
沢 昭和37年 42年 47年 50年 53年 56年
Ho 30.4 25.6 20.3 24.5 18.5 l 7.8
9A 29.9 理.2 20.3 25.2 l 6.7 17.3
表「V生活保護基準に基づいた費困的国
x 昭和37年 42年 47年 50年 53年 56年
HB 12.9 13.1 12.7 17.9 15.0 16.1




表 V  イギリスの最近の費困研究の要約 ・
国民補助/補足給
年 研 究 出典 9要2量1;j、; (警万天)
l954 コ ' フ と ス タ ー ク  I R  12.3 6.3
l959 ゴ フ と ス タ ー ク  I R  8.8 4.6
l963 ゴ フ と ス タ ー ク  I R  9.4 5.1
1953-4 アーぺル ・ ス ミ ス と タ ウ ン ゼ ン ト  F E S  1.2 0.6
1960 ァーぺル ・ ス ミ ス と タ ウ ン ゼ ン ト  F E S  3.8 2.0
l967 ア ト キ ン ソ ン  F E S  3.5 2.0
1969 ア ト キ ン ソ ン  F E S  3.4 2.0
l972 政 府 F E S  3.2 1.8
注
出所
IR=内国歳入庁調査 (Inland Revenue survey)
FES=世帯支出調査(Family expenditure survey)
Atkinson〔21〕 p.1 9 4 よ り。
survey) を用いた数値と, それ以降のFES (=世帯支出調査 (Family





て失業中, あるいは 1lli. 気中の人々の所得を過少表示しているといわれる。
ゴ フ と ス タ ー ク の 推 計 は こ れ ら の 欠 点 の い く っかを考慮に入れているが,
そのために彼らは, 子供の年齢と平均家賃に関しての仮定を設けなければ
な ら な か っ た。 表 V には三年次の推計結果が示されているが, それは人々
の約10%が貧困基準以下の所得であったことを示している。 そ し て こ れ ら
の数字はすべて社会保障給付後の所得である。
後半部分の推計で用いられている資料は, F E S で あ る。 FESは_IR に
内在する数多くの間題を回避していて, その所得の定義は社会保障給付を
含んでいる。 しかしながら, それは極端に少ないサンプルに基礎を置いて
い る ( 2,500分の1の抽出率)。 また,所得に関する無回答や過少申告の故
10 - l 48-
相対的資困尺度による所得再分配効果測定の試み
に全人々をカバーするため結果を単純に「ふくらませる」 には困難がある




る人々の数は『世帯支出調査』 に基礎を置いて推計された人口の3;t パ ー
セ ン ト と ,  内国歳入庁の調査に基礎を置いて推計された9 パ ー セ ン ト と の




われわれは, 貧困ギャップが数ぺンスであるかどうかよりも,  それが5 ポ
ンドであるかどうかにはっきり日を向けるぺきである。 完全な分析のため
にはまた, 現存する以上に良いデータを必要とする」 と。 彼の見解はわれ
われに重要な示唆を得えるものである。 すなわち, 貧困範囲の測定はその
手法及び利用される統計資料によって, 得られる数値が大きく変化しうる





て , HB (当初所得による貧困範囲)及びH''・ (再分配後の貧困範囲)の
双方とも減少しているようである。 また, その傾向は貧困線幅»に関しても
昭和47年を例外としてあてはまる。 ところが,  この二つの推計結果に対し
て, 従来の保護基準を用いた結果は, HB, HA ともに昭和50年代に入つ
てからは, その数値を大きくしている。 しかもそれが算定方式がェンゲル
方式から格差縮小方式へ切りかわった昭和40年代にではなく, 昭和50年代
5 )  Abel-Smith, B. and Townsend,P. 〔1〕.
- l 4 9-
n
相対的貧困尺度によ る所得再分配効果測定の試み
にはいってからの現象であることが注目される。 も う一つの特徴は, 資困
線〇を用いた結呆が, 年を通るにしたがい大変大きな数値を取りはじめ,















断を保留するような所得水準である」 (筆者訳) と定義している。 と こ ろ
で,貧困を相対的に記述しようとした場合に必要とされる情報は, 次 の 三
要素であると恩われる。すなわち, i )  ひとたび貧困線が与えられた後の,





は, 拙稿〔13〕・ に詳しく解説してあるので 本稿では尺度そのものに関する記
述は必要最小限にとどめておきたい。
l 2  -150-
相対的貧困尺度による所得再分配効呆測定の試み
該社会の貧困度は大きく変化するはずである。 したがって實困層内部の所






と な る。次に貧困線(z)が上式の .yH・, に等しいとすると, i番日の人の
「所得ギャ ッ プ」(income gap) : g:‘ はz から彼の所得の較差すなわち,,
9‘= z-y‘
と表現されうる。 所 得 分 布 ( l') が 既 知 で あ る と す る と 「総 所 得 ギ ャ ッ
プ」.' QCx)は
0( r )=A(z,ylE要(g;・u,( z ,y )
と表わされる。 こ こ で Aは定数, S(8)は所得 x以下の人の集合, t;‘(z,
t') は 非 負 の ウ ェ イ ト で あ る。 そしてこの Aと t'‘( ・,・ ) を 特 定 化 す る も
のがジニ係数の公理体系であり,その結果 Ps は次ように表現される。す
なわち,,,
Ps=H[I十 ( 1-「 )Gw]
であるo
これに対してTakayamaは, Ps の導出に用いられた公理の一都を変
更しかっ , 「貧困線で切られた打ち切り所得分布(censored income dis-
tribution)」 なる概念を導入し, Ps のめざした, G i n i 係 数 と い う 一不平
等尺度の貧困尺度へのより自然な転用を行なった。すなわち PT は次のよ
うに表現される。
PT=H[ ( 1-0l)Q十0 Gw:]
ここで, f は全人ロの所得の相加平均をµ ,貧困層内部の相加平均をµ ,
と し た と き, 0=H・µ,/µ と定義される。
Ps,PT を記述統計的に解釈すると, P s/H の ウ ェ ー ト が 1 及 び ( l-I)- l 5 l- 13
相対的資困尺度による所得再分配効果測定の試み
であり , その和が一般に 1とならないのに対して, PT/H は ( 1-0) と
0とからなっており, Gw と Q との加重平均になっていることが明らか
と な る。 ま た 1Pr は,不平等尺度としてGini係数のみをその対象とせ
ず, 様々な尺度に対しても「打ち切り得所分布」 を導入することによって,
貧困尺度への転用が可能であることが知られている。
最後に,通常の所得分布で P・, PT の構成要素である H,0, Q, Gw が
どのような関係になっているかを図示しておく。( 図 I 参照)


















所得再分配調査』と37年,42年, .47年,50年,53年,56年7 ) に行なわれた
同省の 『所得再分配調査』 である。 これらの調査における当初所得の概念











係数8 ) とは次の式による。 すなわち,,,__ ,,_ _a 当初所得のジニ 係数 一再分配所得のジニ 係数






1 7 )  昭和56年の同調査は, 昭和58年10月現在いまだ集計段階にあり,「調査結果
の概要」 のみが入手可能であり,詳細な議論には昭和53年版を用いざるを得な
かったo
8 )  厚生省 l「所得再分配調査』には 「 平 準 化 係 数 」 なる語は用いられず, 単 に







所 得 階 層
当 初 所 得
ll 日一・,‘一t' l'日'「◆〇'-ヤ l':l・'「一'・一t- li日・'l、l・l'●'」t' liia-〇〇''F' lll=l・ll、l・loo'f
第 1 分 位
第 2 分 位
第 3 分 位
第 4 分 位
第 5 分 位
第 6. 分 位
第 7 分 位
第 8 分 位
第 9 分 位







































































ジ ニ 係 数
平準化係数
0.333A 0.39l l 0.3「49 0.3538 0.3il47 0.3652 0.3515
所 得 階 層
再 分 配 所 得
l'l二l-o'-f 用'「l・l〇 一t-
第 1 分 位
第 2 分 位
第 3 分 位
第 4 分 位
第 5 分 位
第 6 分 位
第 7 分 位
第 8 分 位
第 9 分 位














































































所 得 階 層
再分配による所得構成比の変化
l'ロ'li'・' -f ・ロ・l「◆o'-t- l'l 日'l、一一t- ll 日一〇l'l」ヤ' 用・1l:l・l〇0・t' li日'l、l」〇〇' f'
第 l 分 位
第 2 分 位
第 3 分 位
第 4 分 位
第 5 分 位
第 6 分 位
第 7 分 位
第 8 分 位
第 9 分 位
























































ジ :=- 係 数 -0.0i62 -0.0473-0.0402-0.0292-0.0176 -0.0338
平準化係数
(%)
11.83 12.62 1 l.36 7.79 4.82 9.62
注;昭和27年は f社会医療及び所得再配分調査』 〔lOi ,  昭和37年から昭和56年





































険 2 分 位
第3分位



































































(注) 社会保障給付には社会保障拠出は控除していない。 また, 医療給付 (現
物) は控除してある。 これは国際比較の便のために行つたものである。






帯 ) が 0.5440と最も高く, 常雇者世帯が0.3195と最も低い。 また, 費日別
では公的再分配費日が最も大きな効果 (平準化係数= 4.82%) で, 次いで
税金及び社会保険料 ・医療費(平準化係数=4.21%) と な っ て お り , 私 的
保険加入の再分配費日 と企業年金退職は逆に不平等化 (平準化係数はそれ
ぞれ, -1.4:%, 及 び一1.1%) を 示 し て い る。世帯特性別では, 被保護世
帯の当初所得ジニ係数が最も高く, 全再分配費日での再分配効果(平準化
係数=25.2%) が 最 も 大 き く な っ て い る。 し か し , こ こ で も , 私 的 保 険 加




































(-1.4 ) 0.3726(-1.l ) 0.36,l7( l.0 ) 0.3639( l.2 )






自 営 業 者
世 帯
そ の 他 の
世 帯




























































































































































































国 保 加 入
世 帯
被用者保険
加 入 世 帯
国保,被用
者加入世帯












































































注 : カッコ内数字はすべて平準化係数を示す。 昭和27年は 『社会医療及び所得
再配分調劃〔10]昭和37年から昭和56年までは l「所得再分配調査』〔ll〕








前章の, 全世帯(中 ・高所得層を含む) を対象とした所得再分配効果の
分析をとぉして明らかにされたことは, 次の三点に要約されうるであろう。
すなわち, 第一に,全体の平準化係数は昭和47年をピークとして減少して
























はそれぞれの累積値である。 したがって当初所得での貧困範囲 HB は, 総
世帯数7,117で第二欄の総数1,066を除した値になり, 当初所得の総所得ギ
ャ ッ プQB は貧困線127万円に貧困層の世帯数1,066を乗じた135,382で第
七欄の合計値55,964を除した値になっている。
と こ ろ で, 次 に必要とされる要素である貧困層内Gini係数Gの計算方
法は, 様々な角度からその精度を高めるための工夫がなされている l l )。 実
際,原統計資料である『所得再分配調査報告』の昭和53年版は,全所得階
級が19個に区分されており, ジ ニ 係数の算式により即座に計算できて高い
精度をもっものと期待される。 しかし, その範囲を貧困線で切られた低所
得層内にだけ限定すると, 表、mの第一欄のようにそれが6階級になってし
まい, こ れ に よ る ジ ニ 係数は甚だ過小評価されてしまうことになる。そ こ
で本稿では, ジ ニ 係数がローレンツ曲線と密接な関係をもっていることを








全世帯費困度の趣勢 : 表X と 表X[はそれぞれSenとTakayamaの尺
度によった諸結果及び平準化係数を示したものであり, 図 ll は特に平準化
係数の動きだけを取り出して比較したものである。 それによると両者の動
きはほぼ一致しており, この限りでは敢えて両尺度の公理系の相異が表面
1 l )  Kakwani〔6〕のChapter7: A New Coordinate System for the Lorenz
Curve を参照されたい。 -159- 2 l
相対的費困尺度による所得再分配効果測定の試み
表IX費困度測定の具体例(昭和53年,全世帯)
P ー レ ン ツ 図  (昭和53年, 資困層内)











































( l 3.2 )
206
( l 9.3 )
206
















































7,117 l,066 922 79,4l0 76,687 /// ' 155,964 40,407





用A l 3.0 (%)
QB
41.3 (%)








係 数 26.7 (%)
0 50 100
P slB= .15〔00.4l3十 ( 0.587) X0.27〕=・0.086











めに各要素で比較してみると Ps に関しては, H, Q, G ともに再分配
前後の数字は他の年度と逆の動きをみせていることが分かる。 また P,, の
各要素はやはり再分配後のµ‘が当初所得のµ , より小さくなっているが,
0及び1-0はほとんど変化しておらず, Prの算出に用いた Ps での H,
Q, G:の影響が大きいことを意味している。 この事実は昭和27年度の l「社
会医療及び所得再配分調査報告』にも指摘されており, 中・高所得層をも
含むそこ.でのローレンツ図でも低所得属の曲線が交叉している (図III参
照)o 業種別の分析では, 動労 ・ その他の世帯でわずかに再分配係数がプ
ラスであるが, 農家及び事業世帯となると, すでに最低所得属からマイナ






を計算してみると表XIIの よ う に な る。 それによると, 昭和50年の Hの値
が2.2%と, 他年度と比較し.て際立 つて小さな値になっている。 またH と
多少関連をもっQ も, ' 昭和37年に次いで小さな値であり, 50年前後の平
準化係数の減少はHによる影響が最も大であると考えられる。 さ ら に,
昭和56年の平準化係数回復の原因は, Hの改善度6.8%を補つて余りある
程 にQ .と Gの改善度が大きかったことによるものであろう。







表 X  全世帯・負:困度の超勢 (Sen の尺度による)





















































































表XI 全世帯・費困度の趨勢 (Takayama の尺度による)





















































































注 :µ は全所得分布での平均所得を,µ , は貧困層内での平均所得を示す。




する。 この値が高い世帯は高齢者世 表Xn Psの各要素の改書度
帯と被保護世帯であり, 特に高齢者
を含む被保護世帯ではHBが100%で,






































注 : ここでいう改善度とは, 各要
素の当初所得から再分配所得
を減し当初所得で除した値の
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当 初 所 得 階 級
ケ ー ス I ケースlI
総 数 7,1l7 3.7 1.8 32,803.9 23,067.7 32,676.1
40万円未満
40万円̃ 60万円未満


























































































































































































































































































ったことを物語つている。一方, HB で100%, QB で78%もの高い水準で








料はみあたらない。 したがってここでは l『所得再分配調査報告』 にある各
ケースでみた当初所得階層l別一世帯当たり平均金額と再分配係数とを掲げ
てその代用としたい。表XV で用いられているそれぞれのケースは表XVI
に示すとぉりである。 それによると, ケ ー ス I による再分配所得は280万
円̃320万円未満階級で初めて, ケ ー ス lI では 120万円̃140万円未満の階
級で, ケ ー ス m ではそれが最低所得階級である40万円未満の階級以上でそ
れぞれ当初所得を下まわっている。また, ケ ー ス I の公的分配での再分配
機能は, 280万円未満までとかなり高い階級まで給付が優勢に作用してい
るのに対して, ケ ー ス ll では当初所得が120万円未満と比較的低い階級で
仕送りの受給効果が消えている。 ま た ケ ー ス m では全体的に再分配効果が
なくなっているといってよいだろう。 当初所得40万円未満の階級だけに着




P s, PT 両尺度によるそれとの比較をすると図 ll の よ う に な る。 昭和27年
の資料は再分配所得のジニ係数が発表されておらず, その平準化係数は算







ケ ー ス I
[拠出年金 ]
福祉年金・ 恩給
当初所得_「 税 金  1 + 生活保護法!ょる給付




配 ヶ ー ス




当初所得一 〔仕送りの送付分〕 + 〔仕送りの受取分〕
ケ ー ス II
当初所得一 [接藤證] + [差業藤「付 ] 私的分配のうち仕送りを除いたものについての再分配
ケ ー スlV
私的な再分配についてみた
も の で ケ ー ス II と ヶ ー ス III
の場合を合わせたものであ
る
ケ ー ス lII - 〔仕送りの送付分〕 + 〔仕送りの受取分〕
ケ ー スV
「税 金 ][医 療 給 付 拠 出 年 金  ]
社 会 保 険 料 退 職 金 福 祉 年 金 ・ 恩 給
. 仕 送 り の 送 付 分 企 業 年 金 生 活 保 革 法 に よ る 給 付当初所得一 +
企 業 年 金 の 掛 金 損 害 保 険 金 そ の 他 の 社 会 保 障 給 付
損 害 保 険 の 掛 金 生 命 保 険 金 現 物 給 付 ・ 措 置 費
生 命 保 険 の 掛 金 仕 送 り の 受 取 分
全体の分配の効果をみたも
のである















その水準が, ジ ニ 係数のそれと異なり, 一般に高くかっ振幅が大きいこと
から判断すると H,Q, G , と り わ け H の影響が大であることが判明す
るo
V お わ り に
本稿では, 1970年代後半から頻繁に提案されっつあるジニ係数の公理
体系に基づく相対的貧困尺度のうちでも代表的尺度である,Senの尺度
( Ps) と T a k a y a m a の 尺 度 (PT) に よ っ て ,  I 章で述ぺた統計学的間題
点に配慮しながら, わが国における低所得層の所得再分配効果を測定 ・ 分






消費支出との比率を一定とする値を, 貧困線とみなそうとした。 また, そ
れを英国での同様の試算と比較した結果が検討された。
III章では, 前半で Ps, PT に極く簡単な解説が加えられ,後半部分で全
所得分布を対象とした所得再分配の効果が吟味された。 その結呆, 平準化
係数が算出され, IV章への準備がなされたほか十分位階層別再分配効果が
示され, その傾向が一般的に低下している事実をみた。 また, その効果を
再分配費日別及び世帯類型別に分解し各々比較を行なった。
]V章は本稿の中心をなす部分であるが, そこでは ]I章・III章の諸結果を
も と に, まず Ps, PT の具体的算出方法が,特に階級区分が粗いときのジ
=係数の求め方に工夫がなされ, 展開された。 続いて, 昭和27年以降の貧
困度が, Ps,PT 両尺度について計算されそれぞれの平準化係数が求めら
れたが, 両尺度による数値には大きな差異は認められなかった。また H,




の よ う に な る で あ ろ う。すなわち i)相対的貧困尺度の理念にそった相対
的實困線が開発されるぺきである。 i i )  昭和27年の低所得層平準化係数が
マ イ ナ ス を 記 録 し た こ と についての経済学的考察が必要とされる。 i i i ) 費
日別に貧困尺度を用いた再分配効果をみるための, 統計資料の所在の確認
が望まれる, 以上の三点である。
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